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令和 4 年 3 月

令和 3 年度 令和 12

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千 ／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金体系＞
区分

用途
家 庭 用
営 業 用
工 業 用
団 体 用
浴 場 用
臨 時 用
船 舶 用

④ 組　織
○組織体制
　　上下水道課長１名　－　(主任技師【兼務】２名)　－　管理係長１名　－　主任１名　－　主事１名
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 業務係長１名　－　技師１名
○年齢構成等

20代

30代

40代

50代

60代

合計

（２） これまでの主な経営健全化の取組

　①浄水施設の運転管理業務を民間事業者に委託（平成19年度より）

　②公的資金補償金免除繰上償還（平成23～24年度）

　③上記①などによる職員削減

　④公用車削減、事務事業コスト削減

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

560

・料金は消費税及び地方消費税
を含む

・超過料金は1 につき300
320
300
320
130

羽幌町水道事業経営戦略

事業の現況

　水道料金は、その使用目的に応じて家庭用、営業用、工業用、団体用、浴場用、臨時用、船舶用の７種類の
用途に分類し、基本料金及び超過料金を設定しており、現行の料金体系については以下の表のとおり。
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30 18,950 640

1人

1人

1人

2人

1人

6人

使用量（１カ月につき）

1 560

基本水量（ ） 基本料金（円） 超過料金（円）
10

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

　　羽幌町

　　水道事業

計 画 期 間 ：

8

～

管 路 延 長

0.177

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 ３ ３ 年 ９ 月 １ 日

水 源

別添１－1

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1

7,700

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 4,500

摘　　　要

30
20
50

2,850
4,740
8,230
6,980

計 画 給 水 人 口 8,400

現 在 給 水 人 口 6,091法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

 ／日

　令和元年度に策定・公表した「経営比較分析表」を添付。（別紙　経営比較分析表）

平 成 17 年 4 月 1 日

128

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施 設 利 用 率 57.09

(2人)

(2人)

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

(2人)

(2人)

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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２．将来の事業環境

（１）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

5,974 5,903 5,803 5,701 5,600 5,501 5,402 5,303 5,203 5,102

（２）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

929,290 915,785 903,288 885,125 870,525 856,655 844,362 828,185 814,315 800,810

655,905 650,430 644,892 635,100 627,800 620,865 614,880 605,900 598,600 591,300

（３）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

208,197 206,418 204,659 202,920 201,199 199,498 197,815 196,150 194,504 192,876

（４）

３．経営の基本方針

年　　　　　　　　　度

年間有収水量（ ）

年間配水量（ ）

　給水人口予測等による用途別給水量を推計した水需要により、今後の水道料金収入を予測している。人口減少に伴い、料金収入も年々減少
している。

年　　　　　　　　　度

料金収入（千円）

水需要の予測

年　　　　　　　　　度

給　水　人　口（人）

　給水人口予測等により用途別給水量を推計し、今後の水需要を予測している。人口減少に伴い、水需要予測も年々減少している。

　浄水場運転管理業務の民間委託により人員合理化は実施済みであるため、現状の組織体制を維持していく。

料金収入の見通し

組織の見通し

　当町の水道事業は昭和31年に創設し、これまでに７回の拡張整備を行い、現在に至っている。
　今後も給水人口は減少傾向にあり、水道料金も減収が予想されることから、経営の効率化に取り組みながら、下記の基本方針に基づき、安全
でおいしい水を安定的に供給できる体制を維持していく。
《基本方針》
　・安全でおいしい水を提供する　・水源の維持管理に努める　・設備の計画的な更新を行う　・業務の効率化に努める

給水人口の予測

　給水人口は年々減少しており、今後も減少傾向が続くものと推測され、過去の推移を基に給水人口を見込んでいる。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　特になし。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標 　施設設備や管路等の更新を適切に実施し、安全な水道水の安定供給を維持する。

目 標 　人口減少等に伴い料金収入も減収が見込まれるが、収支の均衡を図り、引き続き健全経営に取り組む。

・浄水場通信制御システム構成等調査更新計画に基づき、令和2～６年度で中央監視制御システムを段階的に更新する。
・令和5年度以降、配水管布設替及び新規布設に毎年10,000千円～30,000千円を計上する。
・令和4年度以降、配水池、ポンプ場等の電気機器類の更新等に毎年5,000千円～15,000千円を計上する。

・水道料金収入は、過去の実績等に基づき算定している。
・企業債、繰入金、国庫補助等の収入は見込んでいない。

　概ね5年毎に見直しを行い、経営戦略の更新を行う予定である。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

そ の 他 の 取 組

企 業 債

繰 入 金

　必要に応じ検討する。

　未検討。

　既存の施設・設備の長寿命化に努め、投資の平準化に努める。

　予定なし。

　施設・設備の更新時に、現状に見合った規模への合理化を検討する。

　特になし。

　現在、料金の改定予定はないが、今後、施設の更新計画等が決定した段階で料金改定を検討する。

　当面、借入の予定はないが、今後の施設更新状況及び経営状況を踏まえて検討する。

　繰入金は無し。

　活用できる資産は無し。

・人件費については、現在の職員体制を維持するものとし、令和5年度以降前年比1％増で計上した。
・修繕料については、年度により変動があるものとして計上した。
・その他事務費や維持管理費等については、令和5年度以降一定額で計上した。

②　収支計画のうち財源についての説明



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

全体総括

短期流動性、長期健全性ともに良好で、概ね健全な
経営が図られているが、給水収益が減少傾向にある
中、有形固定資産減価償却率及び管路経年化率が上
昇していることから、有収率の向上対策を行い、給
水原価の減少に努め、今後、老朽化が進む施設や管
路については計画的な更新及び整備を行っていきた
い。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

経常収支比率については常に100％を大きく上回っ
ており、健全な経営が図られていることを示してい
る。短期流動性の良否を表す流動比率についても必
要値である100％以上を大きく上回っており、短期
債務に対する支払い能力は依然良好である。
　企業債残高対給水収益比率においては、平成24年
度に実施した繰上償還により数値が減少したことに
加え、近年新たな企業債を発行していないことから
減少傾向にある。
　料金回収率は供給単価と給水原価との関係を見る
ものであり、100％を超える場合は給水に係る費用
が全て料金で賄われていることを示している。一方
その有収水量１ あたりの費用を表す給水原価は、
平成29年度に一時的な費用減少から微減したもの
の、依然全国平均を大きく上回っており、高濁度対
応により整備された浄水場の減価償却費が影響して
いるものと思われる。
　施設の稼働が収益につながっているか判断する有
収率は、平成28年度以降減少していたが、漏水発見
箇所の修繕により令和2年はわずかに回復した。今
後も漏水調査等により有収率の回復、向上に努めた
い。施設利用率の変動はその有収率の影響によるも
のである。

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率は会計制度改正に伴う受
贈財産の既償却部分の一括計上により上昇し、平成
30年度には浄水場内設備の更新等により減少したも
のの、令和元年度、令和2年度と大規模な更新がな
かったこと等から再び上昇した。
　管路経年化率の上昇については、管路延長の長い
原野地区の管路が法定耐用年数を迎えたことによる
ものである。
　管路更新率は全国平均と比べて低い水準にある。

2. 老朽化の状況

－

- 65.78 92.44 2,850 6,091 37.39 162.90 【】

472.65 14.09 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A8 非設置 6,661

経営比較分析表（令和2年度決算）
北海道　羽幌町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.19 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.46 0.44 0.52 0.47 0.40

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 128.10 140.43 129.52 118.44 118.20

平均値 107.95 104.47 103.81 104.35 105.34

42.00

43.00

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 46.35 47.94 47.40 48.56 49.56

平均値 48.30 45.14 45.85 47.31 47.50

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 21.22 22.39 22.90 24.40 25.06

平均値 12.43 13.58 14.13 16.77 17.40

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 12.44 16.40 25.66 21.69 24.04

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 548.73 583.52 430.30 398.81 389.48

平均値 371.89 293.23 300.14 301.04 305.08

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 437.72 415.63 388.57 349.16 340.21

平均値 483.11 542.30 566.65 551.62 585.59

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 126.60 139.39 126.99 115.68 114.86

平均値 93.28 87.51 84.77 87.11 82.78

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 249.80 226.71 249.03 270.80 271.13

平均値 208.29 218.42 227.27 223.98 225.09

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 53.93 54.95 56.68 60.98 57.45

平均値 49.32 50.24 50.29 49.64 49.38

62.00

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 75.23 73.28 71.14 69.02 70.17

平均値 79.34 78.65 77.73 78.09 78.01

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【110.27】 【1.15】 【260.31】 【275.67】

【89.82】【60.69】【166.40】【100.05】

【50.19】 【20.63】 【0.69】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 223,823 213,423 215,544 213,688 211,959 210,220 208,499 206,798 205,115 203,450 201,804 200,176
(1) 217,164 206,234 208,197 206,418 204,659 202,920 201,199 199,498 197,815 196,150 194,504 192,876
(2) (B)
(3) 6,659 7,189 7,347 7,270 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300

２． 8,589 7,435 6,649 7,010 6,495 6,447 6,209 6,145 6,145 4,457 3,894 3,652
(1)

(2) 8,492 7,300 6,532 6,409 6,395 6,347 6,109 6,045 6,045 4,357 3,794 3,552
(3) 97 135 117 601 100 100 100 100 100 100 100 100

(C) 232,412 220,858 222,193 220,698 218,454 216,667 214,708 212,943 211,260 207,907 205,698 203,828
１． 182,621 174,194 179,077 178,077 188,770 169,379 166,331 178,009 190,356 191,108 184,503 189,592
(1) 26,430 23,293 24,579 24,436 24,681 24,927 25,176 25,428 25,682 25,939 26,199 26,461

12,781 11,549 11,842 11,980 12,100 12,221 12,343 12,466 12,591 12,717 12,844 12,973

13,649 11,744 12,737 12,456 12,581 12,706 12,833 12,962 13,091 13,222 13,355 13,488
(2) 97,746 97,983 100,376 97,359 106,046 85,952 80,650 91,203 101,965 102,920 95,035 99,766

13,553 11,400 12,846 13,396 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800
34,932 37,696 38,935 37,128 44,746 24,652 19,350 29,903 40,665 41,620 33,735 38,466

49,261 48,887 48,595 46,835 48,500 48,500 48,500 48,500 48,500 48,500 48,500 48,500
(3) 58,445 52,918 54,122 56,282 58,043 58,500 60,505 61,378 62,709 62,249 63,269 63,365

２． 13,605 12,653 11,685 10,699 9,695 8,673 7,633 6,575 5,495 4,397 3,279 2,214
(1) 13,605 12,653 11,685 10,699 9,695 8,673 7,633 6,575 5,495 4,397 3,279 2,214
(2)

(D) 196,226 186,847 190,762 188,776 198,465 178,052 173,964 184,584 195,851 195,505 187,782 191,806
(E) 36,186 34,011 31,431 31,922 19,989 38,615 40,744 28,359 15,409 12,402 17,916 12,022
(F)
(G)
(H)

36,186 34,011 31,431 31,922 19,989 38,615 40,744 28,359 15,409 12,402 17,916 12,022
(I) 294,319 294,319 294,319 294,319 294,319 294,319 294,319 294,319 294,319 294,319 294,319 294,319
(J) 311,609 298,539 271,017 259,719 242,933 236,752 226,259 219,758 200,560 178,485 162,389 153,144

5,289 5,551 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500
(K) 78,135 76,648 77,634 78,638 79,660 80,700 81,759 82,838 83,936 85,054 72,646 63,399

56,613 57,581 58,567 59,571 60,593 61,634 62,693 63,772 64,870 65,987 53,579 44,333

13,009 9,138 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 223,823 213,423 215,544 213,688 211,959 210,220 208,499 206,798 205,115 203,450 201,804 200,176

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

令和４年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１． 44,990 33,630 44,510 31,385 26,230 33,050 40,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000

２． 55,662 56,613 57,581 58,567 59,571 60,593 61,634 62,693 63,772 64,870 65,987 53,580

３．

４．

５．

(D) 100,652 90,243 102,091 89,952 85,801 93,643 101,634 87,693 88,772 89,870 90,987 78,580

(E) 100,652 90,243 102,091 89,952 85,801 93,643 101,634 87,693 88,772 89,870 90,987 78,580

１． 44,990 33,630 44,510 31,385 38,114 61,721 81,645 49,078 48,028 61,511 75,578 66,178

２．

３．

４． 55,662 56,613 57,581 58,567 47,687 31,922 19,989 38,615 40,744 28,359 15,409 12,402

(F) 100,652 90,243 102,091 89,952 85,801 93,643 101,634 87,693 88,772 89,870 90,987 78,580

(G)

(H) 758,242 701,629 644,048 585,481 525,910 465,317 403,683 340,990 277,218 212,348 146,361 92,781

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和１２年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

計

そ の 他

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

 

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度


